
入札から入っていく点は， 公開競争契約または指名競争契約と

同様であるが， 契約の相手方の決定はiillil名競争の結果によらず，

IJ IJ札に参加l した申込者との公正な話合いによりきまるので， 自 íJ

述の競争契約に含めることができない。他方随意契約の場合は，

i通例見Ettfl}は徴しても入札告は入れさせず，も っぱら園鉄が自

主的に 1田l絡 ・納ItJJはもちろん， 相手方の資力 ・ 信用 ・ 技術 ・ 経

験 ・ 設師iiおよび過去における契約履行の成似などを総合的に若手

査して ， 当該契約の履行についてもっとも適合すると認められ

る者を契約の相手方とする契約方式であるため， この随意契約

のうちに， 公正協議に よ る契約を含めることはできない。 以上

の理由により公正協議に よ る契約を，既存の競争契約または随

意契約とは別 l凶の新しい契約方式として渇げている。なお契約

を締結する幼合，どのような契約方式を原則とすべきかという

点については，国鉄法第 49 条の公 IlIl競争契約または公 Il fl 競争

入札から入ってし、〈公正協議による契約であるこ とは， いうま

でもない(第 4 条)。

(4) 公開競争契約め申込者の資絡 公開競争入札の参加に必

嬰な資絡については， 施行令第 24 条の規定により，あらかじめ

総裁が運輸大臣の承認を受けて定め， 公示することとなってい

るので， これにもとづき， すでに運輸大臣の永認を受けて公示

した L一般競争入札の方法に準じて申込をさせる方式による契

約の申込者に必要な資絡についてl(昭和 27 ・ 12 日本国有鉄道公

示第 439 号)があるのでこれによることとし，この規程におい

て震直して規定することを避けている。なお物品契約において

は，業態訓宝E表の事前提出の制度(物品契約申込心得第 7 条)

が， 工事契約においては， 申込者の提出する業態調書その他の

?類に よ る事前得査にもとづく資絡確認混交付の制度(工事務

負申込者の資協その他の取扱規程， 昭和 32 ・ 1 総裁逮第 63 号第

5 条)がそれぞれ採用されている(第 7 条)。

(5) 公 IJ fJ競争入札の公告 公開競争入札に付する場合の公告

ll>項および公告期日については，詳細lに規定されているが，一

般の場合の公告期 日 については，原則として入札期日の前日か

ら起算した 7 日前までに公告すべきこととし，とくに建設工事

の公告期 日 については，建設業法第 20 条(建設工事の見積期間)

および建設業法施行令第 6 条の規定に準拠して， 予定日目路金傾

別の公告JtJJ 日 制が採用されている。なお急を要する場合ならび

に入札者がない場合， 落札者がない場合または落札者が契約締

結の手続をしない湯合であって，再公告をするときなどは， さ

らに公告期日 を短縮する (第 8 条)。

(6 ) 指名競争契約ができ る場合 おおむね前述の L指名競争

契約又は随意契約に よ る建設工事の範囲について1 および L建

設工事以外の湯合の指名競争契約又は随意契約の範郎等につい

て1 に規定する指名競争契約の範囲とする。なおこの範聞は，

国鉄法第 49 条但fEお よ び施行令第 25 条第 1 -5 号の規定に準

拠 し， これを具体化したものである(第 36 条)。

(7) 公正協殺による契約 公正協議を行う場合およびその方

法については， おおむね会計規程第 77 条の規定に準拠して具

体化されている。 すなわち公正協議は， 建設工事の諮負および

物件の売却の場合を除き， 公開競争入札または指名競争入札を

行った場合であって，開札の結巣

ア 最低の入札価絡が予定価絡をこえる場合であって，再度

の入札を行うことが不利と認められるとき。

イ 再度の入札を行った場合であって， 予定価絡以下の lnfi絡

による申込者がない とき。

ウ 予定 {illi i脅以下で‘最低の値目絡による申込者と， I1面絡その他

の条件について協議を必要とする場合。
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エ 申込者に見本を拠出させた場合であって， 予定 fñljj台以下

で最低の{岡崎による l駒込者の提出 した物の品質が，その他の申

込者の提出した物の，r~， ï~( より劣ると認められるとき。

オ 同制入札をした申込者が 2 人以上ある場合。

カ 予定1由i絡以下で最低の悩絡による申込者について ， t(力 ・

信用 ・ 技術 ・ 経験 ・ 設備および過去における契約履行の成絞等

を若手査した結よ~， その履行について，誠意または能力が不十分

と 認められる場合。

キ 予定価絡以下で最低の価格による申込者の申込内容につ

いて，品質 ・ 規絡・数量t害事の点で完全な履行が困難と1æ.められ

る場合。

ク 単価による競争をした湯合であって，予定füli怖以下で最

低の側絡による申込者の申込数設が， 入札に付した数量にi主し

ないとき。

ヶ Jíït行期限その他の条例を変更する必裂がある場合。

以上の場合￠いずれかに該当するときは， 契約担当役は ， IJfI 
札に参加l した申込者の問自íJにおし、て ， その申込者の全部または

一部と，

ア 予定価i討を以下で適正な契約伽絡を定めること。

イ 競争に付した数量を適正に分割すること。

ウ 涜行ItJl限その他の条件を変更すること。

エ 妓低の{面絡による申込者と異なる申込者を契約の相手方

と すること。

のいずれかを協議し，この協議によって定めた者を契約の相手

方とするのである。なおこの公正協議を行うことが予測される

場合は， 必ずあらかじめその旨を， 公開競争入札の公告または

指名競争入札の通知lに明示することとなっている(第 40 条)。

(8) 犯意契約ができる場合 前述の IIß平ll 27 ・ 10 と 同 29 ・ 9 の

公報依命通達に規定する範聞とする。この範闘が， 国鉄法第 49

条但書に規定する緊急な必要がある場合，一般競争入札の方法

に準じですることが不利な場合，および施行令第 25 条第 6-20

号の規定に準拠し， これを明文化したものである(割~ 44-50 

条) 。

(9) 概算契約 災害その他の事故のため， 応急、工事等を諮負

わせ，または物件を購入し，もしくは借り入れる場合， 当該契

約の締結ーに際し，対{田iの古買を確定するいとまがないときおよび

契約の締結に際し，対!日目の額を確定しがたし、場合は，総裁の承

認を受け概算金額をもって契約を締結することができる。前者

の湯合については，災害を受けた とき ， 従来 も慣行的に行われ

ていたところであるが，これを明文化し ， 国鉄の事業遂行に支

障のないように万全を期する意味で，認められた契約方法であ

る。この渇合， i回路競争により契約の相手方を決定する こ とが

できないので，随意契約の方式になるこ と は避けることができ

ない。後者の場合については，特殊の試作品の製作などがこれ

に該当する(第 56 条入

(10) 契約舎の交換 契約担当役が契約を締結する場合，本来

契約の相手方との間に合意があれば， 法律上契約は有効に成立

することとなるので，法律に特別の規定があるかまたは契約当

事者聞に別段の定がないかぎり ， 原則と しては，契約を成立さ

せるために，契約自その他の脅函を作成すQ必要はない。しか

し突務上の見地からは，後日になって契約が成立したかどうか，

またその内容， 成立の年月日について紛争がおきた場合， 口 頭

の契約では証明が困難となるおそれがあるので， その場合にお

ける立競を容易にするため， 契約惑を作成しておくことはきわ

めて必要なことである。したがって国鉄においても ， 契約が締

結されたときは， 契約の相手方と の聞で契約書を取りかわすこ




